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Ⅰ．我が国のＩＴを取り巻く現況
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各国一人当たりのＧＤＰ

（経済産業省にて試算）

各国の一人当たりＧＤＰ（２００６年）
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ＩＴ産業の業況（売上高・従業員数・雇用情勢）

62.259.1
51.449.7

14.9

17.5
19.3

23.5

0

10

20

30

40

50

60

70

２００４年版 ２００５年版 ２００６年版 ２００７年版

万人

0

5

10

15

20

25
兆円 組込み関連産業生産額

組込ｿﾌﾄｳｪｱ技術者数

雇用判断（従業者数の充足感）

5.9

11.1
7.0

9.7
14.5

22.0

32.3

38.4
42.3 41.3

-20

0

20

40

60

20
03

.6

20
03

.1

20
04

.6

20
04

.1

20
05

.6

20
05

.1

20
06

.6

20
06

.1

20
07

.6

20
07

.9

不足(A)

過剰(B)

ＤＩ(A-B)

（出所：経済産業省 特定サービス産業実態調査）

組込み関連産業生産額と組込み技術者数の推移

（出所：２００７年版 組込みソフトウェア産業実態調査

：経営者・事業責任者向け調査）

情報サービス・ソフトウェア産業の売上高及び従業者数の推移

ＩＴ人材に関する雇用判断（従業者数の充足感）

（出所：経済産業省 特定サービス産業動態統計）（出所：厚生労働省 職業安定業務統計）

ＩＴ人材の有効求人倍率

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

1
9
8
1

1
9
8
3

1
9
8
5

1
9
8
7

1
9
8
9

1
9
9
1

1
9
9
3

1
9
9
5

1
9
9
7

1
9
9
9

2
0
0
1

2
0
0
3

2
0
0
5

兆円

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90
万人

売上高（兆円）

従業者数（万人）

※1998(平10)、2001(平13)、2006(平18)は、調査対象の見直し／拡大があった
※2000(平12)以降の就業者数には「出向・派遣者(受入)」を含む

統計分類の見直し

1.86
1 .48

1 .74

2 .50

3 .26
3 .74

0 .45 0 .40 0 .49
0 .67 0 .82 0 .91 0 .89

3 .4 8

0

1

2

3

4

2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007

全職種

情報処理技術者



5

21 .8

23 .723 .323 .1
23

20

21

22

23

24

25

平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度

IT
投

資
ス

ト
ッ

ク
額
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日本の経済成長率への寄与度分析

（出所）Kanamori and Motohashi(2007)
"Information Technology and Economic Growth :
Comparison between Japan and Korea"

2000年以降、ほぼＴＦＰとＩＴ投資の２要素により経済を牽引

近年、経済成長に占めるＩＴ投資とＴＦＰ（全要素生産性）の寄与度が増加

ＩＴ投資の生産性向上への貢献

（出所）特定サービス産業動態統計等から推計

［兆円］

日本のＩＴ投資の推移

日本のＩＴ投資は増加傾向

ＩＴ投資促進税制導入（平成１５年）後に増加傾向

ＩＴ投資
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米国に比べて遅れが目立つ我が国のＩＴ投資

米国との比較

全資本に対するＩＴ資本のウェイトが低い。

全資本中のＩＴ資本ウェイトの変化

（出所）JIP2006データベース、米国：BEA

ＩＴ投資の生産性向上の寄与度が低いと考えられる。

（出所）深尾、宮川「日本・米国・ＥＵ主要国の生産性：
日本は遅れをとっているのか？」（2007年4月）

日本

米国

1995-2004

0.410.35米国

0.030.19日本

非製造業製造業

（出所）ＪＣＥＲデータベース、米商
務省”Fixed Assets Tables”, “GDP 
by Industry data”

ＩＴ化率とＴＦＰ変化率
の相関係数

ＴＦＰ上昇率の変化と米国との比較
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我が国のIT投資は生産性向上に直結していない
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ＩＴ化率とＴＦＰ変化率
の相関係数

（出所）JIP2006データベース、米国：BEA

（参考）サービス業の
IT資本ウェイト比率

製造業のIT資本ウェイト比率

米国と比べIT資本比率はサービス業で半分以下だが製造業では上回っている。

IT投資に対する生産性向上の相関係数は米国を大きく下回っている。

IT投資の「量」だけではなく「質」にも大きな違いがあるのではないか。
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企業におけるＩＴ利活用のステージと生産性の関係

日・米・韓のＩＴステージの現状

国内企業の多くはＩＴステージは部門内最適にとどまる

ＩＴ利用ステージの高い企業ほど生産性が高い

米国は企業内最適

ＩＴ利活用のステージが高いほど
ＴＦＰ成長率が高い

（出所）経済産業省「『ＩＴ経営力指標』を用いた企業のＩＴ
利活用に関する現状調査」（平成１９年３月）

全要素生産性（ＴＦＰ）の成長率
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我が国の企業規模別に見たＩＴ投資動向

資本金100億円以上の大企業ではＩＴ投資額は増加傾向
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１００億円～

全体

資本金別「１社当たりの」ＩＴ投資額の推移

（出所）経済産業省 「情報処理実態調査（平成１８年９月）」

資本金の大きい大企業は増加傾向

中堅・中小企業はほぼ横ばい

（単位：百万円）

しかし、前述のとおりこうした大企業においても
ＩＴ投資による生産性向上の効果は十分でない

そもそもＩＴ投資額が少なく、ＩＴ化が進んでいない現状
→上記の大企業とのＩＴ利活用の格差は開く一方

ＩＴ投資が増加傾向にある大企業の問題点

中堅・中小企業の問題点

その他の中堅・中小企業のＩＴ投資は低調
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事業部門毎などで分断されている情報システム

自前主義、取引慣行等による標準・共通システムの導入の阻害

戦略性に欠けるＩＴ投資

全体戦略のないまま個別のＩＴ投資を実施した結果、一度導入したシステムが

その後のシステムの最適化に向けた取組を阻害（レガシー問題）

業界・業種毎に残る独特の取引慣行や系列取引が、標準ＥＤＩなどの

共通システムの導入を阻害

ＩＴの使い方や経営へのインパクトを判断できない経営者が未だ多く、

経営戦略とＩＴ利活用が分断されていることから単発・個別のＩＴ投資が継続

大規模企業におけるＩＴ投資の現状

ユーザが自らの情報システムを作り込みにより整備する自前主義により

情報システムの連携を阻害し、さらに重複したＩＴ投資も発生
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日本では米国等に比べ、企業は自らの情報システムを作り込みで整備し、

パッケージをそのまま使用している割合が低い（“自前主義”）。

（出所）ガートナー社調べ

ソフトウェア作り込み比率の日米比較 ～自前主義比率の高い日本～

このような“自前主義”が、情報システムの分断を助長

作り込みによる非競争領域におけるＩＴ投資の重複が発生

物流管理
ソフトウェア

（ＳＣＭ） 米国

日本

顧客管理
ソフトウェア

（ＣＲＭ） 米国

日本

パッケージソフトをそのまま使用混成作り込み
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2007年3月2日： 「au ３機種 64万台に不具合」

使い方によってフル充電できず電池劣化が進行する可能性

充電機能などでソフトウェア不具合

2007年5月23日： 「ひかり電話：一次不通」

NTT東日本,NTT西日本合わせて318万回線が３時間半にわたり不通

中継機器交換時にコマンド誤入力（大文字と小文字の１文字の打ち間違い）でデータが破壊

2007年5月27日： 「全日空 国内線予約システム故障」

130便が欠航．影響は４万人以上，キャンセルなどによる損失4.5億円

空港端末とホストコンピュータをつなぐルータ管理プログラムの設定ミスによるメモリー故障が発端

で全システムに波及

2007年5月31日： 「圧縮天然ガス４車種 リコール」

燃料噴射装置に過大電流が流れる可能性 走行中エンストして再始動が不可になる恐れ

エンジン電子制御コントローラ プログラムのミス

2007年10月12日 「自動改札機起動せず」

８都県６６０駅の４３００台の改札機 約２６０万人に影響

中央コンピュータからのデータをICカードに書き込むプログラムにミス

＜２００７年に起きた主なトラブル＞

■ 情報システム・ソフトウェアの障害や運用ミスが、日常生活にも大きな影響。

情報システムの信頼性問題
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我が国ＩＴ人材の現状と課題

我が国のＩＴ人材の現状と展望

①産業としての魅力の欠如
・ 作り込みの受託開発が中心。

→欧米に比べて生産性・収益性が低い。
・ ＩＴ投資需要が増大する中で、長時間労働が常態化。

・ 学生から見た場合に、新たなフロンティアを開拓する発展性のある

業務に乏しい。

②企業内における適切な処遇、評価の欠如
・ 人月工数主義の下で、高度な技能を有する技術者に対して適切な

処遇が行われていない。
・ 多くの企業において、業務に必要な知識やスキルが体系化、共通

化されておらず、個人レベルの資質にとどまっている。

・技術者個人にとって、将来的なキャリアパスが見えない。

③大学教育等における実践的教育の不足
・システム開発経験のある教員が少なく、また、実践的な教育を行う
上で適切なカリキュラム・教材が不足している。

・ 実践的なシステム開発のノウハウを修得するための学びの場が少

ない。
・ 企業から教員を招聘しようとしても、学内の慣習等により実行が困

難である。

ＩＴ人材育成を巡る我が国の現状と課題

我が国の高度ＩＴ人材は、推計約１６万人。

我が国のＩＴ人材育成については、①産業としての魅力の欠如、②企業内における能力に応じた適切な処遇、

評価の欠如、③大学教育等における実践的教育の不足といった課題がある。

（注１）「平成１７年度国勢調査」に「平成１８年度情報処理技術者試験統計」による業務別構成比を用い
て推計
（注２）「ＩＴｐｒｏ １万人調査」（2006年1月。日経ＢＰ社）の基礎人材と高度人材の割合を用いて推計。

・高度人材約１６万人、基礎人材７０万人（企業ｿﾘｭｰｼｮﾝ系）
・組み込み系約２３万人、その他生産プロセス関連ＩＴ人材
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Ⅱ．経済産業省の情報政策
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①情報セキュリティ対策の推進

②電子政府の構築

③高度ＩＴ人材の育成

経済産業省の情報政策の概要

３．ＩＴ利活用環境の整備３．ＩＴ利活用環境の整備

１．ＩＴによる競争力強化１．ＩＴによる競争力強化

①ＩＴ投資の拡大

②ＩＴ経営力の強化

③中小企業のＩＴ化

④ＩＴ活用による
地域の活性化

①グリーンＩＴ

②ドリームチップ

③Ｊａｓｐaｒ

④情報大航海

２．国際競争をリードする２．国際競争をリードする

ＩＴ産業・技術の創出ＩＴ産業・技術の創出

生産性の向上生産性の向上

国際競争力の強化国際競争力の強化
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Ⅱ－１．ＩＴによる競争力強化
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中小企業投資促進税制

【対象投資】①全ての機械・装置、②器具・備品（電子計算機、デジタル複合機）、③一定のソフトウェア 等

中小企業のＩＴ・ソフトウェア等への投資に対する特別償却30%又は税額控除7%を選択適用。

２年間延長

情報基盤強化税制

○２年間延長（戦略的IT投資のための投資に対する特別償却35%又は税額控除7%を選択適用。）

○中小企業を中心に拡充
①取得価額の最低限度を大幅引下げ（３００万円以上→７０万円以上）
②部門間・企業間で分断されている情報システムを連携するソフトウェアを支援対

象に追加
③ＳａａＳ・ＡＳＰ※事業者が適用対象となることを明確化

（注）資本金10億円以上の企業については一定の取得価額上限を新たに設定。
※ＳａａＳ（Software as a Service）、ＡＳＰ（Application Service Provider） ・・・インターネット経由で情報処理を行うサービス

２年間延長・拡充

中小企業を始めとした戦略的なＩＴ投資の加速等を図り、日本経済の生産性向上・成長の底上げを
牽引することが不可欠。

高度なＩＴ利活用を実現するための連携ソフトウェアの 追加等を行った上で情報基盤強化税制※を
延長するとともに、中小企業投資促進税制を延長する。

※平成１５年に創設されたIT投資減税（減税規模約５０００億円）は平成１８年度から情報基盤強化
税制に衣替え（減税規模約１０００億円）。

情報基盤強化税制・中小企業投資促進税制の延長・拡充
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【参考】ＩＴ投資の現状と税制拡充の効果

(出所) 日本：JIP2006データベース、米国：BEA

日本経済の全資本に占めるＩＴ
資本の割合は米国の６割程度

全資本に占めるＩＴ資本の割合

％

％

○日本経済の全資本に占めるＩＴ資本の割合は米国の６割程度に止まるが、情報基盤強化税制の
拡充により、戦略的ＩＴ投資の更なる加速が図られる。

○２年間累計で約2,400億円（減収額の約1.4倍）のＩＴ投資の拡大、10年間累計で約7,200億円
の実質ＧＤＰ押し上げが見込まれる。

特に中小企業のＩＴ投資は低調

資本金別「１社当たりの」ＩＴ投資額の伸び率

中小企業は
ほぼ横ばい

2000～2004年
までの伸び率

全体 7.8%

資本金１億円以下 0.7%

情報基盤強化税制による減収

税制により押し上げられるＩＴ投資の推計

実質GDP押上げ効果の推計

2年間累計 約3,100億円

2年間累計 約2,400億円

（減収額の約1.8倍）

GDPへの効果分析（直近2年間-平成20～21年度-）

（10年間累計では7,200億円の押上げ）

2年間累計 約1,700億円

（減収額の約1.4倍）

拡充後・情報基盤強化税制の効果



ＩＴ経営協議会

経営と現場が一体となった「つながり力」の強化に向け、優れたIT経営を実践するCIOとIT投資の専門家を
一堂に会した「CIO戦略フォーラム」にて、集中的に検討を実施しているところ。

本フォーラムにて「見える化」、「共有化」、「柔軟化」などの段階毎にＩＴ経営実践に向けた取組みロードマッ
プを整理。本年６月にはこれらの成果を踏まえ、経営者による「第１回IT経営協議会」を開催し、「IT経営憲
章」として取りまとめる予定。

１１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

IT経営協議会（経営者） ●

CIO戦略フォーラム（CIO） ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

IT投資戦略研究会（専門家） ● ● ● ● ●

諮問会議
IT戦略本部

状況・評価に
応じこのプロセス
を継続

＜「ＩＴ経営憲章」の概要＞

○ＩＴ経営実践の必要性への気付きと「ＩＴ経営協議会」の正式発足

○ＩＴ経営実践に向けて必要な環境整備・制度整備等の提言

＜平成２０年６月以降の体制図（案）＞

Ｈ１９ Ｈ２０

（１回／年）

（１回／四半期）

（１回／２ヶ月）

IT経営協議会

CIO戦略フォーラム

評
価
・
分
析
部
会

人
材
育
成
部
会

改
善
活
動
部
会
①

改
善
活
動
部
会
②

改
善
活
動
部
会
③

＜ＩＴ経営協議会の活動概要（予定）＞

○ＩＴ経営ロードマップの策定・公開とカイゼン活動を基にした改訂

○業種横断的なシステム・データ連携に向けた標準作り

○ユーザー側の人材育成方策検討 他
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ＩＴ経営ポータルサイト

ＩＴの導入・活用方法などの具体的なイメージが持てない中小企業等の経営者にとって、
成功事例や成功に至るきっかけ等を知ることは、ＩＴ経営実践への近道となる。

ＩＴ経営協議会やＣＩＯ戦略フォーラムの実施等により、多種多様な成功事例を収集。
ＩＴ経営ポータルサイトを活用し、事例やガイドライン等を経営者に分かりやすく提供。

自己診断の為のツール提供や、我が国企業のＩＴ利活用についての現状分析も実施。

［企業規模］

［業種］

［自己診断ツールの提供］
［他社の成功事例・ガイド
ラインの提示］

ＩＴ経営実践に
向けた取組

［成功事例の集積］

具体的なイメージを掴む

身
近
で
実
践
可
能
な
成
功
事
例
の
検
索
・
提
示

［ＩＴ経営協議会／ＣＩＯ戦略
フォーラム等の実施］
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次世代ＥＤＩ・電子商取引・電子タグの共通基盤構築次世代ＥＤＩ・電子商取引・電子タグの共通基盤構築

企業活動の生産性向上や、環境や安全・安心などの社会的課題への対応を可能とするe-SCMの実
現のため、次世代ＥＤＩ・電子商取引・電子タグを活用し、企業系列・業界を越えた連携を可能
とする共通基盤を構築する。

具体的には、

産業横断的に６４の業界団体が参加する次世代ＥＤＩ推進協議会（ＪＥＤＩＣ）の活動を通
して、企業間や業界間の連携が可能な次世代ＥＤＩの導入を進める。

次世代電子商取引推進協議会（ＥＣＯＭ）や実証実験（平成２０年度予算 1.8億円）などを
通して現在のＥＤＩを発展させ、環境や安全・安心などの社会的課題への対応を可能とする
共通基盤の構築を進める。

SH O PSH O P

○ ○ 商 会

原 料 生 産 者原 料 生 産 者

素 材 メ ー カ素 材 メ ー カ

部 品 メ ー カ部 品 メ ー カ セ ッ ト メ ー カセ ッ ト メ ー カ
輸 送 ・ 保 管輸 送 ・ 保 管

卸 売 業卸 売 業

小 売 業小 売 業

消 費 者消 費 者保 守 ・ サ ー ビ ス保 守 ・ サ ー ビ ス

再 商 品 化 ・ 再 資 源 化 ・ 処 分再 商 品 化 ・ 再 資 源 化 ・ 処 分

製 造 履 歴

原 料 情 報

産 廃 履 歴

保 守 履 歴 品 質 情 報

販 売 履 歴

電 子 タ グ電 子 タ グ電 子 タ グ

原 料 情 報

Q Rコ ー ドQ RQ R コ ー ドコ ー ド

配 送 履 歴

情 報 の 連 携情 報 の 連 携情 報 の 連 携
SH O PSH O PSH O PSH O P

○ ○ 商 会

原 料 生 産 者原 料 生 産 者

素 材 メ ー カ素 材 メ ー カ

部 品 メ ー カ部 品 メ ー カ セ ッ ト メ ー カセ ッ ト メ ー カ
輸 送 ・ 保 管輸 送 ・ 保 管

卸 売 業卸 売 業

小 売 業小 売 業

消 費 者消 費 者保 守 ・ サ ー ビ ス保 守 ・ サ ー ビ ス

再 商 品 化 ・ 再 資 源 化 ・ 処 分再 商 品 化 ・ 再 資 源 化 ・ 処 分

製 造 履 歴

原 料 情 報

産 廃 履 歴

保 守 履 歴 品 質 情 報

販 売 履 歴

電 子 タ グ電 子 タ グ電 子 タ グ

原 料 情 報

Q Rコ ー ドQ RQ R コ ー ドコ ー ド

配 送 履 歴

情 報 の 連 携情 報 の 連 携情 報 の 連 携
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・研修会を年間200箇所以上で実施
・平成22年度までに成功事例1,000件以上公表を目標

研修事業

ＩＴ経営についての講義
ＩＴ経営についての講義

グループによるディスカッション
グループによるディスカッション

ベストプラクティスの普及

事例集の提供
事例集の提供

ＩＴコーディネータによる個別指導
ＩＴコーディネータによる個別指導

普及啓発セミナー
普及啓発セミナー

全国９つの地域で支援

中小企業経
営者が受講

・ＩＴコーディネーター
・地域ソフトウェアセンター
・商工団体
・ＩＴベンダ
・中小企業支援機関

・金融機関
・税理士
・中小企業診断士

等

地域の支援ネットワーク形成

中堅・中小企業が、ＩＴを利用・活用して経営革新、生産性向上を図る「ＩＴ経営」の実践を自主
的に進めることを促すため、官民連携のネットワーク（IT経営応援隊）を通じて、研修事業、ベス
トプラクティスの収集・普及事業、地域連携支援事業を実施。

中小企業のＩＴ化支援（ＩＴ経営応援隊）

北海道ＩＴ経営応援隊
東北ＩＴ経営応援隊
関東ＩＴ経営応援隊
中部ＩＴ経営応援隊
関西ＩＴ経営応援隊
ちゅうごくＩＴ経営応援隊
四国ＩＴ経営応援隊
九州ＩＴ経営応援隊
沖縄ＩＴ経営応援隊
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優れたＩＴ経営を実現しており、他の模範となる中小企業等を表彰する「中小企業ＩＴ経営力大
賞」を平成１９年度に創設。
「中小企業ＩＴ経営力大賞２００８」は、応募のあった４２９件の中から、大賞（経済産業大臣賞）３
件、優秀賞（各共催機関長賞）１１件、審査委員会奨励賞５件及び特別賞（中小企業庁長官賞）
３件の合計２２件を表彰。
また、上記受賞企業とともに、ＩＴ経営の実践内容が企業内最適化を図っているなど、一定水準
以上と認められる企業、団体を「ＩＴ経営実践認定企業（組織）」として合計１５１件選出。

表彰式の様子①（甘利大臣と大賞（経済産業大臣賞）受賞者） 中小企業ＩＴ経営力大賞ロゴマーク表彰式の様子②（主催・共催代表と受賞者）

○東洋ボデー（トラック車体製造）：受注から生産・納品までを一元管理するシステムにより、受注生産体制を強化することで、
１社専属型だったのが自動車メーカー６社からの受注を実現し、自立化を進展。

○八幡ねじ（ねじ卸業）：10万種類あるネジを1本単位で出荷できるシステムと、ＥＤＩの積極的な活用（ホームセンター取引では

９８％）により多品種少量出荷を可能とし、競争力強化を実現。

○ヤマサキ（化粧品製造販売）：受注－製造－販売が最適化されたシステムにより、顧客問い合わせ対応を1日あたり600件
から1500件へ向上、1000件あたりの出荷時間を15時間から5時間に短縮するなど顧客満足度の向上を実現。

大賞企業の概要

中小企業ＩＴ経営力大賞
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ネット活用による中小企業の経営革新支援（ＳａａＳ）

B社B社A社A社 ASP/SaaSサービスベンダーASP/SaaSサービスベンダー

顧客
管理

人事
管理

財務
管理

人事
管理

財務
管理

社内システム 社内システム

従来システム

各社個別にシステム構築

顧客
管理

人事
管理

財務
管理

アプリケーションソフト
アプリケーションソフト

品揃えアプリケーションソフト

Internet

A社ユーザ B社ユーザ

情報処理サービス
そのものを購入

運用・保守は
サービスベンダー

ASP/SaaS

A社ユーザ B社ユーザ

パッケージソフトの事例：
「弥生会計ネットワーク」
・ソフト購入費用：３７８，０００円

（２ユーザID）＋ハードウェア費用
・サポート＆サービス費用：６３，０００円／
年（２ユーザID）

ＳａａＳ・ASPの事例：
「ネットde記帳」
・サービス利用料金：３１，５００円／年（２
ユーザID） ※初期費用なし

①コストパフォーマンスがよい
・初期導入に係る費用負担が少ない
・必要なサービスを従量制又は定額制で購入できる

②システムの導入・運用・保守が不要
・高度で専門的なIT技術・知識が必要ない

・災害・ネットセキュリティ・人的管理の高度な環境を
装備したデータセンタでベンダー企業が運用

ＳａａＳ導入のメリット

平成平成2121年度までにＳａａＳを利用する中小事業所数の年度までにＳａａＳを利用する中小事業所数の5050万事業所を目標万事業所を目標

（注）SaaS(Software as a Service)…インターネット経由で情報処理を行うサービス

インターネットを活用したソフトウェア提供サービス（ＳａａＳ（※））を活用して、専門知識
のない中小・小規模企業でも、安価かつ容易に、ＩＴを活用した業務効率化を行えるよう、基盤
となるシステムの開発を行い、財務会計、人事給与、顧客管理等の業務の革新を支援するととも
に、公的手続の電子申請による円滑化を図る。



25

【参考】中小企業向けＳａａＳプラットフォーム事業のイメージ

プラットフォーム開発・
運用コンソーシアム

小規模企業

インターネット

ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ
税務申告など

納税申告

社会保険、雇用保険、
商業登記等電子申請

商工会等

マル経情報
経営指導情報

財務情報

融 資

経営指導員

経営指導
記帳代行
など

活用 推薦

ｽﾓｰﾙﾋﾞｼﾞﾈｽ経営支援
ｻﾎﾟｰﾄ情報ｼｽﾃﾑ

専門家
（税理士、社労士、
ITｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀなど）

財務ﾃﾞｰﾀ接続

電子申請

電子申請

顧客管理
ｱﾌﾟﾘ

e-Tax等申請ｱﾌﾟﾘ

税務申告ｱﾌﾟﾘ

財務会計、給与計
算等ｱﾌﾟﾘ

データ入力

国民生活
金融公庫

信用保証協会
民間金融機関

簡便なﾕｰｻﾞｲﾝﾀﾌｪｰス、共通機能（認証、課金等）
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【参考】中小企業経営革新PF整備事業の展開（予定）

H20FY H21FY H22FY

SaaSプラットフォー
ムの基本検討～

開発

ITイン
フラ

サポート
インフラ

データフォーマット、
共通UI部分等の

標準化

データフォーマット、
共通UI部分等の

標準化

反映

SaaSプラット
フォームの
試行運用

SaaSプラットフォームの
民間での運用

※設計書、ソースコードな
ど基本的なSaaSプラッ
トフォームの知的財産
を民間にオープン

アプリ

アプリの移植・開発
可能なものからサービ
ス・イン

アプリの
本格展開

【想定企業数】
５０万社程度

【民間】中小企業向けアプリ開
発・運用を民間で継続

PF上でアプ
リが稼働

PF上でアプリが
稼働

民間

サポートネットワーク
の構築 Keyマンへの研
修、各地域でのサポート
ネットワーク掘り起こし

サポートネット
ワークの
本格展開

独自の付加価値サービス
の開発・提供

有効性
検証
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和歌山県内の紀州梅干し、和歌山ラーメン、
みかん、柿等の地域特産品を、全国に直販す
るショッピングモール「わいわい市場」を立ち
上げ、販売市場を拡大。

※現行でも活用可能な和歌山県の事例

○県若手職員が発案
○地元の農作物・漁業組合等で運営協議会を形成
○出店費用 1.2万円/年
○店舗数 150店舗 以上
○注文額 6千万円/年 以上

→地域産品ショッピングモールの各地での展開、全国の消費地への販路開拓、更には世界への販路開拓を支援

地域産品の事業者にとって、販路開拓は大きな課題。IT（インターネット）を活用した新規販路
開拓は、その有力な選択肢だが、実際にはコストの問題から、現状で使える選択肢は限定的。

そこで、廉価に利用できるネットショッピングモールの開発・提供などを通じて、地域産品生産
者が直接全国の消費者や流通業者に繋がることのできるような、全国規模の販路開拓ネットワー
ク構築を、国が支援する。

【事業概要スキーム図】

全国展開

ＩＴ活用による地域の活性化
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Ⅱ－２．国際競争をリードするＩＴ産業
・技術の創出
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ＩＴ機器の省エネ

ネットワーク機器 ： 光データ転送技術

パワーエレクトロニクス ： 直流／交流変換

に半導体を利用
消費電力
７０％減

消費電力
８０％以上減

新型制御装置新型制御装置

二次二次

ポンプポンプ
新型制御装置新型制御装置

二次二次

ポンプポンプ

ＩＴによる社会の省エネ

日本が得意とする、センサー、無線等を活用し、工場、ビル、
住宅の熱・照明・暖房等のエネルギー消費を最適に自動制
御。

空調機空調機

＜例：ビル空調の最適制御技術＞

高層ビルの空調用ポンプの消費電力を、最大で
９０％削減（実績）

制御器制御器

センサーセンサー

・ 空調全体の消費エネルギーは約５％削減。

半導体マルチコア技術

（例） （例）

消費電力
1/100に減

データセンター ： ネットワーク全体で最適制御

エネルギー効率
50%改善

グリーンＩＴの推進

我が国の強みである「ものづくり」と「環境・省エネ」の技術力を梃子に、「ＩＴ機器の省エネ」
と、「ＩＴによる社会の省エネ」のため、グリーンＩＴイニシアティブを展開。
産業界でも産学官の国際連携の下、グリーンＩＴ推進協議会を設立。
①革新的な技術開発、②国際シンポジウムの開催、③環境・ＩＴ経営の啓蒙普及、④「最も効率
の良い機器を、最も効率的に製造する」ことが適正かつ合理的に評価される仕組みづくりを推進。
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多機能化すると面
積が拡大

【従来：平面型】

【単純積層型】

単純に積層しても、
電力消費が大きく、
処理速度が遅い

技術的限界に
近づきつつある

立体半導体
（ドリームチップ）

従来の半導体では実現不可能な、「小さく、賢く、壊れない」夢の立体半導体（ドリームチッ
プ）を産官学が連携して開発する。

・先端半導体を垂直方向に精密に積み上げ、上下左右に接続して情報処理を１０倍に高速化。

・限界に近づいた微細化の壁を突破し、多数の機能を持つ半導体の超小型化を可能とする。

・仮に半導体の一部が壊れて働かなくなっても、立体的に別のルートを使って正常作動し、信頼性を維持。

サムソン社：メモリは64Ｇ以降は全て３次元半導体化と予測

ＩＢＭ社：昨年、パルミザーノ会長自らが、３次元半導体開発に
成功と発表

実現する用途例
○人工網膜、体内センサ等

○自動車用センサ

○超大容量メモリチップ

○小型スパコン用ＣＰＵ

ドリーム・チップ（３次元半導体）開発
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組込ソフトウェア等における共通プラットフォームの構築

自動車においては、トヨタ、日産、ホンダ等の自動車メーカ、デンソー等の部品メーカが中心となり、コンソー
シアム（JASPAR）を設立。高信頼なOSの共同開発を始めるとともに、ミドルウェアについても非競争部分とし

て、共同開発に踏み切っている

組込ソフトウェアの開発規模は近年急増し、製品コストに占める割合も急拡大。こうした状
況に対応して、ものづくりにおける我が国の競争力を更に向上させるために組込ソフトウェ
ア等の高汎用性・高信頼性の共通基盤を構築。

→自動車、情報家電等の分野において標準化・共通基盤構築を通じて更に競争力向上。

競争領域

ＯＳ

ミドルウェア

ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ

ｱｰｷﾃｸﾁｬ自動車メーカー

電装品メーカー

半導体メーカー、
組込メーカー他 非競争領域

現状 今後

競争領域

非競争領域

ＪＡＳＰＡＲ

欧州

競争領域

非競争領域

AUTOSAR

日本

2000年当時

100万行

500万行
～1000万行

現在

5～10倍

自動車
プログラム行数

自動車一台あたりのプログラム
量は１０年間に約１０倍に

＜自動車における取組＞
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次世代検索・解析技術

－個人情報に適切に配慮した、情報のデジタル化、ネットワーク化
－個別の組織やサービスの枠を超えたシームレスな情報の繋がり

ＴＶ

金融システム Ｗｅｂ

ＩＣカード

ＰＣ
ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ

健康・医療器具

電子ﾏﾈｰ

携帯電話

自動車

電子ｶﾙﾃ

電子ﾀｸﾞ

玉石混淆のデジタル情報の洪水

ワイパワイパ
ＧＰＳＧＰＳ

走行距離走行距離

カメラカメラ

温度センサ温度センサ

車には約120個のセンサ信号がある

ABSABS

車載機

ブレーキブレーキ

アクセルアクセル
速度センサ速度センサ

インターネットインターネット

・道路交通情報
・安全関連情報
・環境関連情報

自動車・交通・安全安心

時系列でＤＢ化

医療・教育

生活（情報家電）

Ｗｅｂ情報

必要なときに必要な情
報を検索・解析できる

情報基盤（プラット
フォーム）の実現

視聴覚情報
いつ、誰が、何を視聴したか

視聴覚情報
いつ、誰が、何を視聴したか

位置情報
どこにいるか/あるか、

どこから来たか

位置情報
どこにいるか/あるか、

どこから来たか

購買履歴情報
いつ、誰が、どこで何を買ったか

購買履歴情報
いつ、誰が、どこで何を買ったか

健康管理情報
過去の診断記録、

健康情報など

健康管理情報
過去の診断記録、

健康情報など

情報大航海プロジェクト情報大航海プロジェクト

多種多様な大量の情報を的確に検索・解析するための技術を開発するとともに、それらを用いた先進的
な事業について実証することにより、技術の普及・展開を目指す。
あわせて、プライバシー、著作権を始めとする制度的課題について所要の手当てを行い、事業が自律的
に展開していくための環境を整備。

携帯電話

過去の蓄積から次の行動を
予測して気付きを提案

推薦
情報

ＩＣカード
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Ⅱ－３．ＩＴ利活用環境の整備
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情報セキュリティ対策の推進情報セキュリティ対策の推進

我が国の国民生活及び社会経済活動において、ＩＴへの依存度が高まる中、ＩＴの利活用に
おいて安心・安全を確保するため、包括的な情報セキュリティ対策を実施。

ＰＣ

サーバー

ルーター
インターネット

ウイルス、
不正アクセス等

安全上の問題箇所
システム障害等

ＩＴ製品等の安全性に係る評価制度等を整備し、安全な製品の普及を
図ることにより、ＩＴ製品の安全上の問題箇所等に起因する不正アクセ
ス等を防止

セキュリティ評価の推進

技術開発・研究開発の実施

新たな脅威に対応するため、情報セキュリティに係る技術開発及び研
究開発を実施

脅威（ウイルス、不正アクセス等）に関する情報を早期に収集・分析し、その脅
威に対する対策情報等を迅速に提供することにより、被害の拡大を抑制

情報セキュリティの確保を図るために不可欠な
情報の収集・分析・提供

内部不正、
システム設定ミス等

企業が情報セキュリティマネジメント等を適切に実施することにより、
組織内の内部からの情報漏洩、不正アクセス等を防止

企業等のマネジメント面での情報セキュリティ対策の推進

企業等

個人

技術的対策の推進技術的対策の推進

早期警戒体制の整備早期警戒体制の整備

組織的対策の推進組織的対策の推進

継続的な継続的な
普及広報活動普及広報活動
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コンビニコンビニ

パソコンパソコン

携帯電話携帯電話

民間機関民間機関

２４時間３６５日２４時間３６５日
電子交付電子交付

申請申請

市町村市町村 雇用保険雇用保険
機関機関

運輸機関運輸機関

社会保険社会保険
機関機関教育機関教育機関

中央省庁中央省庁

電気・ガス・銀行・・・電気・ガス・銀行・・・

バックオフィスバックオフィス

ライフイベントライフイベント
－引越（個人）－引越（個人）
－退職（企業）－退職（企業）

・住民登録・住民登録
・国民健康保険・国民健康保険
・介護保険・介護保険認

証
・
署
名

認
証
・
署
名

ワンストップポータルワンストップポータル

・・

・住民基本台帳カード・住民基本台帳カード
・社会保障カード（仮称）・社会保障カード（仮称）

行政機関行政機関

添付書類の廃止添付書類の廃止

申請申請

民間手続民間手続
・電気・ガス・電気・ガス
・健康保険組合・健康保険組合

・・

官民連携官民連携電
子
私
書
箱

（
仮
称
）

電
子
私
書
箱

電
子
私
書
箱

（
仮
称
）

（
仮
称
）

手数料の電子納付手数料の電子納付

フロントオフィスフロントオフィス

行政情報の行政情報の

共同利用センター共同利用センター

：申請データの流れ：申請データの流れ

：行政情報の流れ：行政情報の流れ

テレビテレビ

マイページマイページ
「私だけの電子政府」「私だけの電子政府」

オンライン利用のメリットが実感できる、国民本位のワンストップ電子行政サービスを実現することを
目指し、電子申請等を原則とする行政サービスの展開を念頭に置き、国の行政機関及び地方公共団
体のみならず、公的機関、民間機関との相互連携により、国民本位の電子政府・電子自治体の実現
に向けた基本構想（eワンストップ・イニシアティブ）を推進する。

電子政府の推進

（平成２０年４月２２日「ＩＴ政策ロードマップ」中間報告概要より抜粋）
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目指すべき高度ＩＴ人材類型全体像

CC: Com puting Curricula by IEEE/ACM ,  
CS: Com puter Science,  CE: Computer Engineering,  IT : Inform ation Technology,  
IS: Inform ation System ,  SE: Software Engineering

ビジネス戦 略
・新たなビジネスモデル の 創 出
・新たなサ ービスの開発
・新たな製 品開 発（※ ）
・生 産性 の 向上
・業 務の 効 率化
・内 部統 制 の強 化

etc.

基 本 戦 略 を支 えるため の IT

① ストラテ ジスト
・ビジネスストラテジスト

・ＩＳストラテジスト
・プログラム マネージャ

・ＩＳアナリスト
・コンサ ル タント
・マーケティング

・セール ス
・プロダクトマネージャ

クリエ ーション系 人材ソリューション系 人 材基 本 戦 略系 人 材

（グローバ ル 系 ）

組 込 系
クリエータ
・プロダクト
マネージャ

技 術 革 新
・W eb2.0
・ｵｰﾌﾟﾝ･ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ
・ＸＭＬ、ＪＡＶＡ
・ＳＯＡ
・ＳａａＳ
・新たな開 発手 法
・新たな言 語 etc④ プロジ ェクトマネ ージャ

・プロジェクトマネジメント
・ブリッジ SE

・開 発 プロセス改 善
スペ シャリスト

② システム ア ー キ テ クト
・ＩＴアーキテクト
・ＩＳアーキテクト

・システム アーキテクト

③ サ ービスマネ ー ジ ャ
・ＩＴサ ービスマネジメント

・カスタマーサ ービス
・セキュリティアドミニストレータ

・ＩＳオーディタ

・ＩＳオペ レーション

・ＩＳスタッフ

技 術 革 新 を創 造

⑥ クリエータ
・ソフトウェアデ
ベ ロップメント

・ITアーキテクト

ハ ード
（チップ等）

開 発 者

最 終 組 込
製 品 開 発者

ソフトウェア
開 発 者

高 度 ＩＴ人 材

※ 新 たな製 品
開 発

・高 速
・大 容 量
・省 エネ
・環 境 対 応
・安 全 ・安 心
・メカトロの ＩＴ化
・W ebへ の 融 合

CC-SE

CC-IT

CC-IS

CC-CE

CC-CS

CC-IT

組 込 系
ア ー キ テ クト

・システム アーキテクト

CC-SE

⑤ テ クニ カル スペ シ ャリスト

・システム デザ イナー

・アプリケーションデザ イナー
・アプリケーションスペ シャリスト

・ＩＴスペ シャリスト
・ソフトウェアデベ ロップメント

・ドメインスペ シャリスト

・ソフトウェアエンジニア
・QAスペ シャリスト

・テストエンジニア
・開 発 環 境 エンジニア

・組 込 系
ソフトウェアエンジニア

⑦ その 他
・エデュケーション

CC: Com puting Curricula by IEEE/ACM ,  
CS: Com puter Science,  CE: Computer Engineering,  IT : Inform ation Technology,  
IS: Inform ation System ,  SE: Software Engineering

ビジネス戦 略
・新たなビジネスモデル の 創 出
・新たなサ ービスの開発
・新たな製 品開 発（※ ）
・生 産性 の 向上
・業 務の 効 率化
・内 部統 制 の強 化

etc.

基 本 戦 略 を支 えるため の IT

① ストラテ ジスト
・ビジネスストラテジスト

・ＩＳストラテジスト
・プログラム マネージャ

・ＩＳアナリスト
・コンサ ル タント
・マーケティング

・セール ス
・プロダクトマネージャ

クリエ ーション系 人材ソリューション系 人 材基 本 戦 略系 人 材

（グローバ ル 系 ）

組 込 系
クリエータ
・プロダクト
マネージャ

技 術 革 新
・W eb2.0
・ｵｰﾌﾟﾝ･ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ
・ＸＭＬ、ＪＡＶＡ
・ＳＯＡ
・ＳａａＳ
・新たな開 発手 法
・新たな言 語 etc④ プロジ ェクトマネ ージャ

・プロジェクトマネジメント
・ブリッジ SE

・開 発 プロセス改 善
スペ シャリスト

② システム ア ー キ テ クト
・ＩＴアーキテクト
・ＩＳアーキテクト

・システム アーキテクト

③ サ ービスマネ ー ジ ャ
・ＩＴサ ービスマネジメント

・カスタマーサ ービス
・セキュリティアドミニストレータ

・ＩＳオーディタ

・ＩＳオペ レーション

・ＩＳスタッフ

技 術 革 新 を創 造

⑥ クリエータ
・ソフトウェアデ
ベ ロップメント

・ITアーキテクト

ハ ード
（チップ等）

開 発 者

最 終 組 込
製 品 開 発者

ソフトウェア
開 発 者

高 度 ＩＴ人 材

※ 新 たな製 品
開 発

・高 速
・大 容 量
・省 エネ
・環 境 対 応
・安 全 ・安 心
・メカトロの ＩＴ化
・W ebへ の 融 合

CC-SE

CC-IT

CC-IS

CC-CE

CC-CS

CC-IT

組 込 系
ア ー キ テ クト

・システム アーキテクト

CC-SE

⑤ テ クニ カル スペ シ ャリスト

・システム デザ イナー

・アプリケーションデザ イナー
・アプリケーションスペ シャリスト

・ＩＴスペ シャリスト
・ソフトウェアデベ ロップメント

・ドメインスペ シャリスト

・ソフトウェアエンジニア
・QAスペ シャリスト

・テストエンジニア
・開 発 環 境 エンジニア

・組 込 系
ソフトウェアエンジニア

⑦ その 他
・エデュケーション

今後の我が国がめざすべき高度ＩＴ人材は、①経営における付加価値を創造する基本戦略系人材、
②信頼性や生産性の向上を実現するソリューション系人材、③技術イノベーションを創造するクリエー
ション系人材の３つに大別され、どの分野においても、グローバルに活躍できる人材が求められる。
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高度ＩＴ人材育成に向けた具体的施策

Ｄ：評価メカニ
ズムの構築

Ｃ：育成手法
の確立

産業界

教育界

Ｅ：産学連携に
よる実践的教育
システムの構築

Ｆ：国際的な人
材育成メカニズ
ムの確立

世界市場

産学官協議会

Ｇ：産学間連携の仕組みと職業人コミュニティの確立

プロフェッショナルコミュニティ ＩＰＡ等

Ａ：人材需給の好循環
メカニズムの形成

高度なＩＴ人材を獲得するための収益
力の高い産業が存在し、そこに優秀な
人材が牽引され、それら優秀な人材の
獲得によって産業の競争力が一層高ま
るという市場システム。

政府

人材類型

スキルセット

Ｂ：具体像の
可視化と共有

ソフトウェア工学

モデル化技術

･･･

･･･

情報処理技術者試験

スキル標準

･･･

標準カリキュラム

･･･

FD・インターン
シップ

アジア統一試験

国際標準化

･･･

次の事項を産学協議会で議論

新人教育やリカレント教育のベストプラクティス

民間研修の活用方策

ファカルティ・ディベロップメントの支援方策

産業界と教育界との人材交流方策

スキル標準に示された業務実施上の知識・スキル体系と、情報
教育専門カリキュラムに示された知識・スキル体系との対応付け

初等中等教育段階におけるモデル的な人材育成プログラム

＜高度IT人材育成のための推進体制＞

＜高度IT人材育成プラットフォーム＞

１．高度ＩＴ人材の具体像（キャリアとスキル）の可視化、共有化

めざすべき高度ＩＴ人材像を、①基本戦略系、②ソリューション系、

③ クリエーション系に区分し、必要なスキルを明確化。

人材キャリアを７段階に区分し、ミドルレベル（３段階）までは、情

報処理技術者試験の合否によりレベルを判定。

２．実践的かつ先端的な人材育成手法の確立、実践

ソフトウェア工学手法、モデリング手法等、実践的かつ先端的なソ

フトウェア開発・管理手法を確立、普及。

大学等において、ダブル・メジャー教育（文系 or 理系 ＋ＩＴ）を推進

創造性に富んだ優れた人材（天才クリエータ）を早期発掘するとと

もに、その起業を支援。

３．客観性の高い人材評価メカニズムの構築

情報処理技術者試験と人材スキル標準の統合により、客観的な

人材評価メカニズムを構築。

情報処理技術者試験において、広く社会人一般に求められる基礎

的な知識を問うエントリ試験を創設。

４．我が国発の人材育成・評価システムの国際展開

アジア統一ＩＴ試験の拡充強化を図るとともに、アジア諸国における

ＩＴ人材育成を支援。

プロジェクト・マネジメント手法やソフトウェア技術者認証方法、組

込み人材育成手法の国際標準化を推進。

５．高度ＩＴ人材育成のための推進体制づくり

高度ＩＴ人材育成のロードマップと行動計画の策定、高度ＩＴ人材育

成手法の開発を行う産学官協議会を設置。

ストラテジストやアーキテクトなど、各専門分野の高度ＩＴ人材によ

る自立的なコミュニティ活動を支援。
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１．「情報システムの信頼性向上に関するガイドライン」の策定（平成１８年６月）

東京証券取引所で発生した情報システムの不具合を契機に、上記ガイドラインを策定。

２．「情報システム・モデル取引・契約書（第一版）」の策定（平成１９年４月）

３．「情報システムの信頼性向上のための緊急点検」の実施（平成１９年６～８月）

上記ガイドラインを受け、ユーザ・ベンダの間の責任関係の明確化などを盛り込んだ

モデル契約書を策定。

全日本空輸株式会社の情報システム障害を受け、甘利大臣の指示により

情報システムに係る緊急点検を実施。

以下の点について取組が十分ではないことが判明。

・ 情報システムに潜むリスクを管理する信頼性・安全性に関する目標水準の設定。

・ 緊急事態に陥った場合の事業継続計画の設定。
・ 第三者による情報システムのレビュー、システム監査。

情報システム・ソフトウェアの信頼性向上に向けたこれまでの取組
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モデル取引・契約書策定の取り組み

情報システムの信頼性向上に
関するガイドラインの策定

情報システムの信頼性向上に
関するガイドラインの策定

情報サービス・ソフトウェア小委員会中間とりまとめ

（情報サービス・ソフトウェア産業維新）

情報サービス・ソフトウェア小委員会中間とりまとめ

（情報サービス・ソフトウェア産業維新）

モデル取引・契約書(第一版)モデル取引・契約書(第一版)

2005年秋

産業構造審議会情報サービス・ソフトウェア小委員会産業構造審議会情報サービス・ソフトウェア小委員会2005年8月

2006年6月

2006年9月

証券取引所におけるシステムに障害など、

社会インフラを担う情報システムの障害が

我が国の経済活動に大きな影響

「情報システムの信頼性向上に関するガイドライン」（平成１８年６月）及び「情報サービス・ソフトウェア産業維新
（産業構造審議会情報経済分科会）」（平成１８年９月）において契約事項の明確化やユーザ・ベンダ間の取引関係等の
可視化が必要であると提言。

■平成１９年４月１３日「情報システム・モデル取引・契約書（受託開発 （一部企画を含む）、保守運用）＜第一版＞」を公表。
平成１９年度コンピュータソフトウェア協会、日本コンピュータシステム販売店協会を中心に重要事項説明書を中心とした
中小企業・パッケージ活用型のモデル取引・契約書を検討。それをベースに「追補版」として策定・公表予定。

2007年4月

モデル取引・契約書(追補版)～パッケージ、SaaS/ASP活用、保守・運用～モデル取引・契約書(追補版)～パッケージ、SaaS/ASP活用、保守・運用～2008年4月
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モデル取引・契約書の概要

一般業務システム重要インフラ・企業基幹システムの

受託開発（一部企画を含む）、保守・運用

対象

システム

重要事項説明書を用いた契約合意

ＩＴコーディネータや中小企業診断士を始めとする

外部専門家やコンサルタントの参画を前提

システム構築後のプロセスの重視（保守、運用等）

パッケージソフトウェアの取扱いについてのベンダの

責任明確化。

著作権のベンダへの帰属。

※上記以外の点について第一版の特徴は原則、

追補版でも踏襲

初のユーザ・ベンダ双方が議論の上

策定。

フェーズごとのユーザ・ベンダ間の

責任の明確化（準委任・請負）

ＳＬＣＰ２００７準拠（共通プロセス）

仕様の変更管理手続の明確化

マルチベンダ・工程分割発注への対応

特徴

パッケージ、ＳａａＳ、ＡＳＰウォーターフォールモデル対象

モデル

ＩＴの専門知識を有しないユーザと業として

情報サービスを提供するベンダ

対等に交渉力のあるユーザ・ベンダ契約

当事者

重要事項説明書活用型モデル取引・契約書＜追補版＞

（平成２０年４月公表予定）

モデル取引・契約書＜第一版＞

（平成１９年４月公表）

ＭＥＴＩホームページにて公開：http://www.meti.go.jp/policy/it_policy/softseibi/index.html#02


